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▽令和３年度 第１回文書理事会について 
 

本年度第１回理事会は、去る５月 17日付全

視連第３－４号文書をもって、６月４日を理事

会指定日として文書理事会のご案内を致しま

しが、各理事から全議案について反対意見は特

になく、原案通り承認をいただきました。 

 

【文書理事会により決定された事項】 

第１号議案 

令和２年度事業報告書（案）に関する件 

第２号議案 

令和２年度収支決算書（案）に関する件 

第３号議案 

令和３年度事業計画書（案）に関する件 

第４号議案 

令和３年度収支予算書（案）に関する件 

第５号議案 

会長の交代に関する件 

 

 

                                             

▽令和３年度 会長の交代および役員・事務局長の異動について 
 

全視連の役員の任期は２年（令和２・３年度）

ですが、今年度、会長の交代を含め常任理事の

異動、事務局長の交代がありました。 

生田孝至会長は健康上の理由により退任、後

任会長には馬場祐次朗氏が就任しました。今年

度の役員は以下の通り。なおアンダーラインの

方々が新規に就任されました。 

【会長】 

馬場祐次朗（元文部科学省生涯学習政策局社会

教育官／東京農業大学非常勤講師） 

【副会長】 

鈴木 等（茨城県視聴覚教育振興会会長） 

櫻井和宏（新潟県立生涯学習推進センター所

長） 
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【常任理事】 

森 賢一（栃木県視聴覚教育連盟委員長） 

岡田博文（群馬県視聴覚ライブラリー連絡協議

会会長） 

冨士池長雄（埼玉県視聴覚教育連絡協議会会

長） 

小安和美（千葉県視聴覚ライブラリー連絡協議

会理事長） 

松田 實（全視連専門委員会アドバイザー） 

岡部守男（日本視聴覚教育協会常務理事） 

【監事】 

永瀬 淳（北村山視聴覚教育センター所長） 

田中富男（仙台市教育委員会生涯学習課長） 

【事務局長】 

佐藤 正（日本視聴覚教育協会事務局次長） 

 

 

                                             

▽令和３年度 講師派遣事業について 
  

本事業は、各加盟団体が実施する研究会・研

修会に対して、“全視連指導協力者会議“の学

識経験者の中から、または加盟団体が独自に選

定する講師を要請に応じて講師の派遣を行い、

全視連が講師謝金を負担する事業です。各加盟

団体等が主催する研究会や生涯学習メディア

利用研修会等への講師派遣申請を 10月 29日

まで受付けています。 

 

※なお、今年度も昨年度同様に、コロナウイル

スの感染状況によっては講演を了解してい

ても依頼を受けられない場合や、テレビ会議

での講演となることがあります。 

 

 

 

＜講師＞           （敬称略） 

・市川 昌（江戸川大学名誉教授） 

・伊藤敏朗（映画監督、東京情報大学非常勤講

師） 

・坂井知志（日本デジタルアーキビスト資格認

定機構理事／岐阜女子大学特別客員教授） 

・篠原文陽児（東京学芸大学名誉教授） 

・立見康彦（群馬大学教育学部大学院教育学科

研究科客員教授） 

・平沢 茂（文教大学名誉教授） 

・吉田広毅（関東学院大学国際文化学部教授） 

・村上長彦（全国視聴覚教育連盟専門委員長） 

・丸山裕輔（新潟県五泉市立五泉東小学校長／        

全国視聴覚教育連盟副専門委員長） 

  

                                             

▽令和２年度 全視連研究プロジェクト 16 ミリとビデオに関する報告書について 

 

令和２年度の調査研究については一昨年に

引き続き 16ミリフィルムの研究と、新規研究

としてビデオテープについての研究を、それぞ

れ担当専門委員を割り当て実施した。 

 

なお、報告書の詳細については下記 HP 参照 

http://www.zenshi.jp/report.html 

 

〇１６ミリフィルムと映写機の保存と活用策

に向けた調査研究 

地域における学びに役立つメディアサービ

スを行うために、これまで収集してきた 16ミ

リフィルム教材の保存と活用、および保守が困

難になっている 16ミリ映写機のメンテナンス

に関して、全国の視聴覚ライブラリーに向けて

メンテナンスと活用方法を提言した。 

【構成】 

はじめに 

1．１６ミリフィルムの現状 

2．１６ミリフィルムと映写機が抱える課題の

整理 

3．今後の取り組みに関して考えられる４つの
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方向性とそれぞれの効果と課題の検討 

4．デジタル化の課題 

5．担当専門委員からの提案 

  ・岩手県中央地域視聴覚ライブラリーの提

案・埼玉県春日部市視聴覚センターの提案 

6．まとめ 

 

〇ビデオテープと再生機器の保存と活用策に

向けた調査研究 

これまで収集してきた視聴覚教材において

は、１６ミリフィルムに続いてビデオテープも

再生機器の生産中止に伴って提供ができなく

なるという課題が出てきている。そのため、視

聴覚ライブラリーにおけるビデオテープ教材

と再生機器の現状を調べるとともに、今後の活

用に向けた提案を行った。 

【構成】 

はじめに 

1．ビデオテープ教材の現状 

・千葉県の状況・栃木県の状況・仙台市の

状況 

2．ビデオテープが抱える課題の整理 

3．今後の取り組みに関して考えられる４つの

方向性とそれぞれの効果と課題の検討 

4．デジタル化の課題 

5．まとめとしていくつかの提案 
 

 

                                             

▽えすけーぷ 

 

 令和 3年 5 月 26 日、著作権法の一部を改正

する法律案が参議院で可決・成立しました。今回

の改正の柱は 2 つ。図書館関係の権利制限規定の

見直しと放送番組のインターネット同時配信等

に係る権利処理の円滑化です。 

 図書館関係の権利制限規定の見直しの中身と

しては、図書館が蔵書や資料をデジタル化して利

用者にメール等で送信できるようにするという

ものです。コロナ禍で図書館が休館したり、利用

制限がかかっている中では、資料を求めている利

用者にとっては大きなメリットがあるでしょう。 

 その一方、著者や出版社の利益を損なうことが

ないような取り組みが求められており、保証金の

額や支払い方法など、具体的な制度設計はこれか

ら検討が行われるといいます。図書資料のデジタ

ル化と利用者への提供による影響を受けるのは

著者や出版社だけでなく書店にも広がってくる

でしょうし、デジタル化できる範囲や保証金額、

支払い方法の調整はしばらくかかりそうです。 

 視聴覚ライブラリーが所蔵する映像資料をデ

ジタル化することやオンライン提供していくこ

とはこれまでも話題に上っていますが、権利処理

や費用の問題など実際の取り組みを進めるうえ

での課題が大きく、自作教材や権利処理が可能な

一部教材に限定した取り組みになっています。 

 しかし、ポストコロナ時代を見据えた取り組み

として、これまでのリアルな投映による集団視聴

という利用形態だけでなく、ネット配信や個別視

聴が可能な方法を考えていく必要があります。 

 今回の蔵書や資料をデジタル化して利用者に

メール等で送信できるようになるということは、

これまでも複写サービスをしていたという前提

があるため、同列で議論できるわけではありませ

んが、視聴覚ライブラリーの映像資料のデジタル

化やオンライン提供を考えていくためにも図書

館の動きに注視していきたいものです。（ＴＭ） 

 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
全国視聴覚教育連盟  
〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-10-11 虎ノ門 PF ビル  
TEL：03-3431-2186／Fax：03-3431-2192 
HP：http://www.zenshi.jp/ 
Mail： info@zenshi .jp 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  

http://www.zenshi.jp/
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